
仕 様 書 

 

１ 案件名称 

  内線電話回線増設等業務委託（登校支援室なごみ） 

 

２ 履行場所 

  〒556－0006 

大阪市浪速区日本橋東３－１－２３ 大阪市立心和中学校 １階 

登校支援室なごみ 

電話：06-6636-5210 

 

３ 業務内容 

増設場所である登校支援室なごみでは、事業拡充に伴い職員を 1 名増員し計 4 名体

制となるため、内線電話回線を 1 回線増設する。なお電話機については別途調達予

定である。（メーカー・型番：株式会社ナカヨ NYC-36XI-DHCLW） 

 

４ 履行期限 

令和８年 10月２日（金） 

 

５ 特記事項 

・増設場所（スタッフルーム）内の配線は、壁面の既設モールを利用して引き込み

を行う。床は二重床のため、床パネルを一部めくり、二重床内に配線を収めて机（設

置予定位置）方向へ敷設する。壁から机までの距離は概ね３m～５m程度を想定する。

なお、上記作業は配線作業費に含む。 

・内線パッケージに多機能電話機の空き回線あり。 

・工事日は、契約後決定すること。 

・実施時期については、事前に事業担当と連絡調整を行い、土・日・祝日を除いた

平日の午前９時から午後５時までの間に完了すること。 

・受注者は、業務完了後速やかに発注者へ「業務完了届」（様式１）を提出すること。 

・本業務に使用する機械・器具類及び接続・取り外し・撤去等にかかる経費はすべ 

て受注者負担によるものとする。 

・本業務について疑義があるときは、「５ 連絡先」担当者に問い合わせること。 

・契約締結後の仕様書の解釈はすべて本市解釈とする。 

 

６ 担当者 

  大阪市北区中之島１－３－２０ 大阪市役所３階 

教育委員会事務局指導部教育活動支援担当 電話：06-6208-9182 担当：石川 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容      

品名 形状･寸法 数量 
単

位 

電話用配線   150 ｍ 

主装置データ作成/投

入費 
内線番号振り分け 1  式 

電話機取付調整費   1  式 

配線作業費   1  式 

試験調整費   1  式 

諸経費   1  式 

 



 
      

  様式１ 

          

          
          
  

業 務 完 了 届 
  

    
           

         

       
令 和   年   月   日 

          

大阪市教育委員会         

教育長  様        
          

          

    
 所在地     

    
受注者 会社名     

    
 代表者名     

          

          

   下記のとおり業務が完了しましたので届け出ます。     
          
          

    
記     

          
          

 契  約  番  号 教   専  第            号  

  

 契 約 年 月 日 令 和     年     月     日  

  

 業  務  名  称 内線電話回線増設等業務委託（登校支援室なごみ）  

  

 完  了  年  月  

日 
令 和     年     月     日 

 

  

 履  行  期  限 令 和  ８  年  10 月  ２  日  

  
          
          

 

 



 

 

 

再委託に関する特記事項 

 

１ 本委託業務における「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい、受注者はこれを再委

託することはできない。 

（１）委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等 

（２）電話回線移設業務 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託

にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ 受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により発注者

の承諾を得なければならない。 

４ 受注者は、第３項の規定により再委託した業務の一部を再委託先事業者又は再委託先事業者

からさらに委託を受ける者等（以下「再委託先等」という）から発注者及び再委託先等以外の

第三者に委託（以下「再々委託等」という）するにあたっては、業務の履行体制について書面

により発注者の確認を受けなければならない。 

５ 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性質又は目的が競争入

札に適さないとして、随意契約により契約を締結した委託業務においては、発注者は、前項に

規定する承諾の申請があったときは、原則として業務委託料の３分の１以内で申請がなされた

場合に限り、承諾を行うものとする。ただし、業務の性質上、これを超えることがやむを得な

いと発注者が認めたとき、又は、コンペ方式若しくはプロポーザル方式で受注者を選定したと

きは、この限りではない。 

６ 受注者は、業務を再委託及び再々委託等（以下「再委託等」という。）に付する場合、書面に

より再委託等の相手方との契約関係を明確にしておくとともに、再委託等の相手方に対して適

切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。 

なお、再委託等の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中の者、

又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者であってはな

らない。 

また、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱第 12 条第３項に基づき、再委託等の相手方が暴力

団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を特記事項第３項及び第４項に規定する書面とあ

わせて発注者に提出しなければならない。 








